
第一八〇回 

閣第二六号 

   国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案 

 （国民年金法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第一条 国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  附則第七条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（国民年金法による年金たる

給付等の額の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「国民年金法による」を

「平成二十五年度までの各年度における国民年金法による」に改め、同条の次に次の一

条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における国民年金法による年金たる給付等の額

の計算に関する経過措置の特例） 

 第七条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省において作成する年

平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この条の規

定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指

数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この条の規

定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とある

のは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十

六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の第二十七条に規定する改定率をい

う。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九

二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の

四月以降、〇・九八一（この条の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後

の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一を」と、

「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指

数」という。）が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われたときは、直近

の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その

翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該

改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国

民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改

正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に

〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で

定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八一（この項の

規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」と

する。 



  附則第八条に見出しとして「（昭和六十年改正法附則第三十二条第一項に規定する年

金たる給付の額の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「昭和六十年改正法

附則第三十二条第一項」を「平成二十五年度までの各年度における昭和六十年改正法附

則第三十二条第一項」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における昭和六十年改正法附則第三十二条第一

項に規定する年金たる給付の額の計算に関する経過措置の特例） 

 第八条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、「次項において」とあるのは「次条の規定により読み替えられた

次項において」と、同条第二項の表下欄中「額に〇・九八八（総務省において作成す

る年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項

の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物

価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」と

あるのは「額に〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律

（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の第二十七条に規定する改定

率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・

九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年

度の四月以降、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該改

定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一

を」と、「四十一万五千八百円に〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国

消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項の規定による率

の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回る

に至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定による率

の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「四十

一万五千八百円に〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法

律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に

規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあ

つては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合におい

ては、当該年度の四月以降、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われたと

きは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」とする。 

  附則第十条第一項第二号から第十五号までの規定中「平成二十四年三月まで」を「平

成二十五年三月まで」に改める。 

  附則第十二条第一項中「この条」の下に「及び次条」を加え、「を下回る」を「以下

となる」に改め、「次項」の下に「及び次条」を、「ついては」の下に「、平成二十五

年度までの間は」を加え、同項第二号中「附則第七条」を「附則第七条の二の規定によ



り読み替えられた附則第七条」に改め、同条第二項中「この項」の下に「及び次条第二

項」を加え、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十六年度における改定率の改定の特例） 

 第十二条の二 平成二十六年度において、受給権者のうち、第一号に掲げる額が第二号

に掲げる額以下となる区分に属するものに適用される改定率の改定については、第一

条の規定による改正後の国民年金法第二十七条の四及び第二十七条の五の規定は、適

用しない。 

  一 平成二十六年度における第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条本文

に規定する老齢基礎年金の額（同法第二十七条の四及び第二十七条の五の規定の適

用がないものとして改定した改定率を基礎として計算した額とする。） 

  二 平成二十五年度における附則第七条の二の規定により読み替えられた附則第七条

の規定により読み替えられてなおその効力を有するものとされた第一条の規定によ

る改正前の国民年金法第二十七条本文に規定する老齢基礎年金の額 

 ２ 受給権者のうち、平成二十六年度において、前項第一号に掲げる額が同項第二号に

掲げる額を上回り、かつ、調整率が同項第一号に掲げる額に対する同項第二号に掲げ

る額の比率を下回る区分に属するものに適用される改定率の改定に対する第一条の規

定による改正後の国民年金法第二十七条の四及び第二十七条の五の規定の適用につい

ては、当該比率を調整率とみなす。 

  附則第十四条第二項第一号中「平成二十四年三月まで」を「平成二十五年三月まで」

に改める。 

  附則第十四条の二の次に次の二条を加える。 

  （平成二十四年度における基礎年金の国庫負担に関する経過措置の特例） 

 第十四条の三 国庫は、平成二十四年度における国民年金事業に要する費用のうち基礎

年金の給付に要する費用の一部に充てるため、同年度について、附則第十三条第七項

及び第十四条第一項並びに昭和六十年改正法附則第三十四条第二項及び第三項の規定

により読み替えられた第四条の規定による改正後の国民年金法第八十五条第一項第一

号及び第三号に掲げる額、附則第十四条第二項に規定する額並びに昭和六十年改正法

附則第三十四条第一項各号（第一号、第六号及び第九号を除く。）に掲げる額（同項

第四号に規定する者に係る寡婦年金の給付に要する費用の額に同号イに掲げる数を同

号ロに掲げる数で除して得た数を乗じて得た額の合算額及び同項第五号に規定する老

齢年金の給付に要する費用に係る同号ハに規定する額の三分の一に相当する額を除

く。）の合算額のほか、前条前段の規定の例により算定して得た差額に相当する額を

負担する。この場合において、当該額の負担については、次条第二項の規定による国

債の発行及び交付により行うものとする。 

  （国債の交付） 

 第十四条の四 政府は、前条前段の規定による負担を行うため、国債を発行することが



できる。 

 ２ 政府は、前項の規定により、予算で定める額及びその運用収入に相当する額として

政令で定めるところにより算定した額の合算額に相当する額の国債を発行し、これを

年金積立金管理運用独立行政法人に交付するものとする。この場合において、当該国

債は、厚生労働大臣が国民年金法第七十六条第一項の規定により年金特別会計の国民

年金勘定の積立金として年金積立金管理運用独立行政法人に対し寄託したものとみな

す。 

 ３ 第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。 

 ４ 第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保権の設定その他の処分を

することができない。 

 ５ 第二項の規定により交付した国債の償還の請求、償還に要する費用の財源その他の

償還に係る事項及び当該国債の返還に係る事項については、別に法律で定める。 

 ６ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定により発行する国債に関し

必要な事項は、財務省令で定める。 

  附則第十六条の二第一項中「平成二十四年度」を「平成二十五年度」に、「平成二十

三年度」を「平成二十四年度」に改め、同条第二項中「（平成二十四年三月」を「（平

成二十五年三月」に、「平成二十四年三月まで」を「平成二十五年三月まで」に改める。 

  附則第二十七条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（厚生年金保険法による

年金たる保険給付の額の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「厚生年金保

険法による」を「平成二十五年度までの各年度における厚生年金保険法による」に改め、

同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における厚生年金保険法による年金たる保険給

付の額の計算に関する経過措置の特例） 

 第二十七条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省において作成す

る年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項

の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物

価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」と

あるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平

成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定す

る改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、

〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当

該年度の四月以降、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当

該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八



一を」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数（以

下「物価指数」という。）が平成十五年（この条の規定による率の改定が行われたと

きは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合におい

ては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この条の規定による率の改定が行われたと

きは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の

改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規

定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準と

なる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率とし

て政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八一

（この条の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定

める率」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数

（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われ

たときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至った場合に

おいては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われ

たときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年

度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条

の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基

準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあっては、〇・九九二）を乗じて得た率

として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八

一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で

定める率」とする。 

  附則第二十八条に見出しとして「（昭和六十年改正法附則第七十八条第一項に規定す

る年金たる保険給付の額の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「昭和六十

年改正法附則第七十八条第一項」を「平成二十五年度までの各年度における昭和六十年

改正法附則第七十八条第一項」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における昭和六十年改正法附則第七十八条第一

項に規定する年金たる保険給付の額の計算に関する経過措置の特例） 

 第二十八条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、「次項において」とあるのは「次条の規定により読み替えら

れた次項において」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省において作成す

る年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この号

の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物

価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この号

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」と

あるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平



成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定す

る改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、

〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当

該年度の四月以降、〇・九八一（この号の規定による率の改定が行われたときは、当

該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八

一を」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数（以

下「物価指数」という。）が平成十五年（この条の規定による率の改定が行われたと

きは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合におい

ては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この条の規定による率の改定が行われたと

きは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の

改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規

定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準と

なる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率とし

て政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八一

（この条の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定

める率」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数

（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われ

たときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合に

おいては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われ

たときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年

度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条

の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基

準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率

として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八

一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で

定める率」とする。 

  附則第二十九条に見出しとして「（昭和六十年改正法附則第八十七条第一項に規定す

る年金たる保険給付の額の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「昭和六十

年改正法附則第八十七条第一項」を「平成二十五年度までの各年度における昭和六十年

改正法附則第八十七条第一項」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における昭和六十年改正法附則第八十七条第一

項に規定する年金たる保険給付の額の計算に関する経過措置の特例） 

 第二十九条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、「次項において」とあるのは「次条の規定により読み替えら

れた次項において」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省ニ於テ作成スル



年平均ノ全国消費者物価指数（以下「物価指数」ト称ス）ガ平成十五年（此ノ号ノ規

定ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキハ直近ノ当該改定ガ行ハレタル年ノ前年）ノ物価

指数ヲ下ルニ至リタル場合ニ於テハ其ノ翌年ノ四月以降、〇・九八八（此ノ号ノ規定

ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキハ当該改定後ノ率）ニ其ノ低下シタル比率」とある

のは「〇・九八一（当該年度ノ改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十

六年法律第百四号）第一条ノ規定ニ依ル改正後ノ国民年金法第二十七条ニ規定スル改

定率ヲ謂フ）ノ改定ノ基準トナル率ニ〇・九九一（平成二十五年度ニ在リテハ〇・九

九二）ヲ乗ジテ得タル率トシテ政令ヲ以テ定ムル率ガ一ヲ下ル場合ニ於テハ当該年度

ノ四月以降、〇・九八一（此ノ号ノ規定ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキハ当該改定

後ノ率）ニ当該政令ヲ以テ定ムル率」と、「〇・九八八ヲ」とあるのは「〇・九八一

ヲ」と、「〇・九八八（総務省ニ於テ作成スル年平均ノ全国消費者物価指数（以下

「物価指数」ト称ス）ガ平成十五年（此ノ条ノ規定ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキ

ハ直近ノ当該改定ガ行ハレタル年ノ前年）ノ物価指数ヲ下ルニ至リタル場合ニ於テハ

其ノ翌年ノ四月以降、〇・九八八（此ノ条ノ規定ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキハ

当該改定後ノ率）ニ其ノ低下シタル比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度ノ改定

率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条ノ規定ニ

依ル改正後ノ国民年金法第二十七条ニ規定スル改定率ヲ謂フ）ノ改定ノ基準トナル率

ニ〇・九九一（平成二十五年度ニ在リテハ〇・九九二）ヲ乗ジテ得タル率トシテ政令

ヲ以テ定ムル率ガ一ヲ下ル場合ニ於テハ当該年度ノ四月以降、〇・九八一（此ノ条ノ

規定ニ依ル率ノ改定ガ行ハレタルトキハ当該改定後ノ率）ニ当該政令ヲ以テ定ムル

率」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数（以下

「物価指数」という。）が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われたとき

は、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合において

は、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われたとき

は、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改

定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定

による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準とな

る率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として

政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八一（こ

の項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める

率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一を」とする。 

  附則第三十一条第一項中「この条」の下に「及び次条」を加え、「を下回る」を「以

下となる」に改め、「この項」の下に「及び次条第一項第一号」を、「ついては」の下

に「、平成二十五年度までの間は」を加え、同項第二号中「附則第二十七条」を「附則

第二十七条の二の規定により読み替えられた附則第二十七条」に改め、同条第二項中

「この項」の下に「及び次条第二項」を加え、同条の次に次の一条を加える。 



  （平成二十六年度における再評価率等の改定等の特例） 

 第三十一条の二 平成二十六年度において、受給権者のうち、第一号に掲げる指数が第

二号に掲げる指数以下となる区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設

定については、第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四十三条の四及び第四

十三条の五の規定は、適用しない。 

  一 平成二十六年度における第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四十三条

第一項又は第二十七条の規定による改正後の平成十二年改正法附則第二十一条第二

項の規定により計算した額（第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四十三

条の四及び第四十三条の五の規定の適用がないものとして改定し、又は設定した再

評価率又は従前額改定率を基礎として計算した額とする。）の水準を表すものとし

て政令で定めるところにより計算した指数 

  二 平成二十五年度における附則第二十七条の二の規定により読み替えられた附則第

二十七条の規定により読み替えられてなおその効力を有するものとされた第二十七

条の規定による改正前の平成十二年改正法附則第二十一条第一項の規定により計算

した額の水準を表すものとして政令で定めるところにより計算した指数 

 ２ 受給権者のうち、平成二十六年度において、前項第一号に掲げる指数が同項第二号

に掲げる指数を上回り、かつ、調整率が同項第一号に掲げる指数に対する同項第二号

に掲げる指数の比率を下回る区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設

定に対する第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四十三条の四及び第四十三

条の五の規定の適用については、当該比率を調整率とみなす。 

  附則第三十二条の三中「平成二十四年度」を「平成二十五年度」に、「平成二十三年

度」を「平成二十四年度」に、「前条前段」を「附則第三十二条の二前段」に改め、同

条を附則第三十二条の五とし、附則第三十二条の二の次に次の二条を加える。 

  （平成二十四年度の厚生年金保険の基礎年金拠出金の国庫負担に関する経過措置の特

例） 

 第三十二条の三 国庫は、平成二十四年度における厚生年金保険の管掌者である政府が

国民年金法第九十四条の二第一項の規定により負担する基礎年金拠出金の一部に充て

るため、同年度について、附則第三十二条第六項の規定により読み替えられた第七条

の規定による改正後の厚生年金保険法第八十条第一項に規定する額のほか、前条前段

の規定の例により算定して得た差額に相当する額を負担する。この場合において、当

該額の負担については、次条第二項の規定による国債の発行及び交付により行うもの

とする。 

  （国債の交付） 

 第三十二条の四 政府は、前条前段の規定による負担を行うため、国債を発行すること

ができる。 

 ２ 政府は、前項の規定により、予算で定める額及びその運用収入に相当する額として



政令で定めるところにより算定した額の合算額に相当する額の国債を発行し、これを

年金積立金管理運用独立行政法人に交付するものとする。この場合において、当該国

債は、厚生労働大臣が厚生年金保険法第七十九条の三第一項の規定により年金特別会

計の厚生年金勘定の積立金として年金積立金管理運用独立行政法人に対し寄託したも

のとみなす。 

 ３ 第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。 

 ４ 第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保権の設定その他の処分を

することができない。 

 ５ 第二項の規定により交付した国債の償還の請求、償還に要する費用の財源その他の

償還に係る事項及び当該国債の返還に係る事項については、別に法律で定める。 

 ６ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定により発行する国債に関し

必要な事項は、財務省令で定める。 

  附則第五十二条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（移行農林共済年金の額

の計算に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「移行農林共済年金（」を「平成二

十五年度までの各年度における移行農林共済年金（」に改め、同条の次に次の一条を加

える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における移行農林共済年金の額の計算に関する

経過措置の特例） 

 第五十二条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、「次項において」とあるのは「次条の規定により読み替えら

れた次項において」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省において作成す

る年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この号

の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物

価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この号

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」と

あるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平

成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定す

る改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、

〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当

該年度の四月以降、〇・九八一（この号の規定による率の改定が行われたときは、当

該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八

一を」と、「〇・九八八（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数（以

下「物価指数」という。）が平成十五年（この号の規定による率の改定が行われたと

きは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を下回るに至った場合におい

ては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この号の規定による率の改定が行われたと



きは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の

改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規

定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準と

なる率に〇・九九一（平成二十五年度にあっては、〇・九九二）を乗じて得た率とし

て政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以降、〇・九八一

（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定

める率」とする。 

  附則第五十三条に見出しとして「（移行農林年金の額の計算に関する経過措置）」を

付し、同条第一項中「移行農林年金（」を「平成二十五年度までの各年度における移行

農林年金（」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における移行農林年金の額の計算に関する経過

措置の特例） 

 第五十三条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、同条第二項の表下欄中「〇・九八八（総務省において作成す

る年平均の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項

の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物

価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」と

あるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平

成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定す

る改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、

〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当

該年度の四月以降、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当

該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八

一を」とする。 

  附則第五十四条に見出しとして「（特例障害農林年金等の額の計算に関する経過措

置）」を付し、同条第一項中「特例障害農林年金（」を「平成二十五年度までの各年度

における特例障害農林年金（」に、「次条」を「附則第五十五条」に改め、同条の次に

次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における特例障害農林年金等の額の計算に関す

る経過措置の特例） 

 第五十四条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、同条第二項中「〇・九八八（総務省において作成する年平均

の全国消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年（この項の規定に



よる率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の物価指数を

下回るに至った場合においては、その翌年の四月以降、〇・九八八（この項の規定に

よる率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは

「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年

法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率

をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあっては、〇・九

九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度

の四月以降、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定

後の率）に当該政令で定める率」とする。 

 （厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団

体職員共済組合法等を廃止する等の法律の一部改正） 

第二条 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁

業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第三十一条第四項第一号中「〇・九七一（総務省において作成する年平均の全国

消費者物価指数（以下「物価指数」という。）が平成十五年の物価指数を下回る場合に

おいては、その下回る年の翌年四月から翌々年三月までの間は、〇・九七一にその低下

した比率を乗じて得た率を基準として政令で定める率」を「改定率（次条の規定により

設定した率をいう。以下同じ。」に改め、同条第五項中「次条第三項」を「附則第三十

二条第三項」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

 第三十一条の二 平成二十四年度における改定率は、〇・九七一に平成二十三年の物価

指数（総務省において作成する年平均の全国消費者物価指数をいう。以下この項にお

いて同じ。）を平成十五年の物価指数で除して得た率を乗じて得た率に〇・九九二を

乗じて得た率を基準として政令で定める率とする。ただし、当該率が〇・九七一を超

える場合には、〇・九七一とする。 

 ２ 平成二十五年度以降の年度における改定率は、当該年度の前年度における改定率に、

当該年度において厚生年金保険法第四十三条の二第一項若しくは第三項及び第四十三

条の三第一項若しくは第三項又は第四十三条の四第一項若しくは第四項及び第四十三

条の五第一項若しくは第四項の規定により同法第四十三条第一項に規定する再評価率

を改定する際に基準とされる率を乗じて得た率を基準として政令で定める率とする。

ただし、当該率が〇・九七一を超える場合には、〇・九七一とする。 

  附則第三十二条第三項中「前条第二項」を「附則第三十一条第二項」に改め、同条第

五項第一号中「〇・九七一（物価指数が平成十五年の物価指数を下回る場合においては、

その下回る年の翌年四月から翌々年三月までの間は、〇・九七一にその低下した比率を

乗じて得た率を基準として政令で定める率）」を「改定率」に改める。 

  附則第三十六条第五項第一号、第三十七条第三項第一号、第三十八条第三項第一号及



び第五項第一号、第三十九条第三項第一号、第四十一条第四項第一号、第四十二条第七

項第一号並びに第四十四条第八項第一号中「〇・九七一（物価指数が平成十五年の物価

指数を下回る場合においては、その下回る年の翌年四月から翌々年三月までの間は、

〇・九七一にその低下した比率を乗じて得た率を基準として政令で定める率）」を「改

定率」に改める。 

 （国家公務員共済組合法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第三条 国家公務員共済組合法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百三十号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第四条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（法による年金である給付の

額の算定に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「法による年金である給付に」を

「平成二十五年度までの各年度における法による年金である給付に」に改め、同条の次

に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における法による年金である給付の額の算定に

関する経過措置の特例） 

 第四条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、同条第二項の表第四欄中「〇・九八八（第七十二条の二第一項に

規定する物価指数が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われたときは、直

近の当該改定が行われた年の前年）の当該物価指数を下回るに至つた場合においては、

その翌年の四月以後、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われたときは、

当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率

（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定によ

る改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率

に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令

で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この項

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」

と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一を」と、「〇・九八八（物価指数が平

成十五年（この号の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われ

た年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以後、

〇・九八八（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にそ

の低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部

を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法

第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二

十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回

る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この号の規定による率の改定

が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」とする。 



  附則第五条に見出しとして「（旧共済法による年金である給付の額の算定に関する経

過措置）」を付し、同条第一項中「昭和六十年改正法附則第二条第六号」を「平成二十

五年度までの各年度における昭和六十年改正法附則第二条第六号」に改め、同条の次に

次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における旧共済法による年金である給付の額の

算定に関する経過措置の特例） 

 第五条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、同条第二項の表第四欄中「〇・九八八（物価指数が平成十五年

（この項の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前

年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以後、〇・九八八

（この項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した

比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する

法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条

に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度に

あつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合にお

いては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この項の規定による率の改定が行われた

ときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは

「〇・九八一を」とする。 

  附則第七条第一項中「この条」の下に「及び次条」を加え、「を下回る」を「以下と

なる」に、「同条」を「第一条」に改め、「この項」の下に「及び次条第一項第一号」

を、「ついては」の下に「、平成二十五年度までの間は」を加え、同項第二号中「附則

第四条」を「附則第四条の二の規定により読み替えられた附則第四条」に改め、同条第

二項中「この項」の下に「及び次条第二項」を加え、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十六年度における再評価率等の改定等の特例） 

 第七条の二 平成二十六年度において、受給権者のうち、第一号に掲げる指数が第二号

に掲げる指数以下となる区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設定に

ついては、第一条の規定による改正後の法第七十二条の五及び第七十二条の六の規定

は、適用しない。 

  一 平成二十六年度における第一条の規定による改正後の法第七十七条第一項及び第

二項、第八十二条第一項及び第二項、第八十九条第一項及び第二項並びに附則第十

二条の四の二第二項第二号及び第三項又は第十七条の規定による改正後の平成十二

年改正法附則第十二条第二項の規定により算定した金額（第一条の規定による改正

後の法第七十二条の五及び第七十二条の六の規定の適用がないものとして改定し、

又は設定した再評価率又は従前額改定率を基礎として算定した金額とする。）の水

準を表すものとして政令で定めるところにより計算した指数 



  二 平成二十五年度における附則第四条の二の規定により読み替えられた附則第四条

の規定によりなおその効力を有するものとされた第十七条の規定による改正前の平

成十二年改正法の規定により読み替えられた第一条の規定による改正前の法の規定

により算定した金額の水準を表すものとして政令で定めるところにより計算した指

数 

 ２ 受給権者のうち、平成二十六年度において、前項第一号に掲げる指数が同項第二号

に掲げる指数を上回り、かつ、調整率が同項第一号に掲げる指数に対する同項第二号

に掲げる指数の比率を下回る区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設

定に対する法第七十二条の五及び第七十二条の六の規定の適用については、当該比率

を調整率とみなす。 

  附則第八条第六項中「附則第八条の三」を「附則第八条の六」に改める。 

  附則第八条の二中「この条」の下に「及び次条」を加える。 

  附則第八条の三中「平成二十四年度」を「平成二十五年度」に、「平成二十三年度」

を「平成二十四年度」に、「前条前段」を「附則第八条の二前段」に改め、同条を附則

第八条の六とし、附則第八条の二の次に次の三条を加える。 

  （平成二十四年度の基礎年金拠出金の負担に関する経過措置の特例） 

 第八条の三 国又は独立行政法人造幣局、独立行政法人国立印刷局、独立行政法人国立

病院機構若しくは独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構は、平成二十四年度

において国民年金法第九十四条の二第二項の規定により納付される基礎年金拠出金の

一部に充てるため、同年度について、附則第八条第六項の規定により読み替えられた

法第九十九条第三項第二号に定める額のほか、政令で定めるところにより、前条前段

の規定の例により算定して得た差額に相当する額を負担する。この場合において、当

該額のうち国の負担については、次条第二項の規定による国債の発行及び交付並びに

附則第八条の五の規定による払込みにより行うものとする。 

  （国債の交付） 

 第八条の四 政府は、前条前段の規定による負担のうち国に係るものを行うため、国債

を発行することができる。 

 ２ 政府は、前項の規定により、予算で定める額及びその運用収入に相当する額として

政令で定めるところにより算定した額の合算額に相当する額の国債を発行し、これを

国家公務員共済組合連合会に交付するものとする。 

 ３ 第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。 

 ４ 第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保権の設定その他の処分を

することができない。 

 ５ 第二項の規定により交付した国債の償還の請求、償還に要する費用の財源その他の

償還に係る事項及び当該国債の返還に係る事項については、別に法律で定める。 

 ６ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定により発行する国債に関し



必要な事項は、財務省令で定める。 

  （国の負担する額等の国家公務員共済組合への払込み） 

 第八条の五 国は、前条第五項に規定する国債の償還が行われる年度において、予算で

定めるところにより、附則第八条の三前段の規定により国が負担すべき額から前条第

二項の予算で定める額を控除した額及びその運用収入に相当する額として政令で定め

るところにより算定した額の合算額に達するまでの金額を国家公務員共済組合に払い

込むものとする。 

  附則第二十五条第一項中「存続組合（」を「平成二十五年度までの各年度における存

続組合（」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における存続組合が支給する特例年金給付の額

の算定に関する経過措置の特例） 

 第二十五条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適

用については、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替え

られた次項の規定」と、同条第二項の表第四欄中「〇・九八八（第七十二条の二第一

項に規定する物価指数が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われたときは、

直近の当該改定が行われた年の前年）の当該物価指数を下回るに至つた場合において

は、その翌年の四月以後、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われたとき

は、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改

定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定

による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準とな

る率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として

政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（こ

の項の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める

率」と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一を」と、「〇・九八八（物価指数

が平成十五年（この号の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行

われた年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以後、

〇・九八八（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にそ

の低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部

を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法

第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二

十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回

る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この号の規定による率の改定

が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」とする。 

 （私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第四条 私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百三十一号）

の一部を次のように改正する。 



  附則第二条第一項中「この条及び次条において」を削り、同条第六項中「附則第二条

の三」を「附則第二条の五」に改める。 

  附則第二条の三中「平成二十四年度」を「平成二十五年度」に、「平成二十三年度」

を「平成二十四年度」に、「前条前段」を「附則第二条の二前段」に改め、同条を附則

第二条の五とし、附則第二条の二の次に次の二条を加える。 

  （平成二十四年度の基礎年金拠出金に対する国の補助に関する経過措置の特例） 

 第二条の三 国は、平成二十四年度における日本私立学校振興・共済事業団が国民年金

法第九十四条の二第二項の規定により納付する基礎年金拠出金の一部に充てるため、

同年度について、附則第二条第六項の規定により読み替えて適用する新共済法第三十

五条第一項に規定する金額のほか、前条前段の規定の例により算定して得た差額に相

当する金額を補助する。この場合において、当該金額の補助については、次条第二項

の規定による国債の発行及び交付により行うものとする。 

  （国債の交付） 

 第二条の四 政府は、前条前段の規定による補助を行うため、国債を発行することがで

きる。 

 ２ 政府は、前項の規定により、予算で定める金額及びその運用収入に相当する金額と

して政令で定めるところにより算定した金額の合算額に相当する金額の国債を発行し、

これを日本私立学校振興・共済事業団に交付するものとする。 

 ３ 第一項の規定により発行する国債は、無利子とする。 

 ４ 第一項の規定により発行する国債については、譲渡、担保権の設定その他の処分を

することができない。 

 ５ 第二項の規定により交付した国債の償還の請求、償還に要する費用の財源その他の

償還に係る事項及び当該国債の返還に係る事項については、別に法律で定める。 

 ６ 第二項から前項までに定めるもののほか、第一項の規定により発行する国債に関し

必要な事項は、財務省令で定める。 

 （地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第五条 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百三十二

号）の一部を次のように改正する。 

  附則第三条第一項中「通算遺族年金」の下に「（以下「旧共済法による年金」とい

う。）」を加える。 

  附則第四条の前の見出しを削り、同条に見出しとして「（法による年金である給付の

額の算定に関する経過措置）」を付し、同条第一項中「法による年金である給付に」を

「平成二十五年度までの各年度における法による年金である給付に」に改め、同条の次

に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における法による年金である給付の額の算定に

関する経過措置の特例） 



 第四条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、同条第二項の表第四欄中「〇・九八八（第七十四条の二第一項に

規定する物価指数が平成十五年（この項の規定による率の改定が行われたときは、直

近の当該改定が行われた年の前年）の当該物価指数を下回るに至つた場合においては、

その翌年の四月以後、〇・九八八（この項の規定による率の改定が行われたときは、

当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率

（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定によ

る改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率

に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令

で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この項

の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」

と、「〇・九八八を」とあるのは「〇・九八一を」と、「〇・九八八（物価指数が平

成十五年（この号の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われ

た年の前年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以後、

〇・九八八（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にそ

の低下した比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部

を改正する法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法

第二十七条に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二

十五年度にあつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回

る場合においては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この号の規定による率の改定

が行われたときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八（第

七十四条の二第一項に規定する物価指数が平成十五年（この号の規定による率の改定

が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前年）の当該物価指数を下回るに

至つた場合においては、その翌年の四月以後、〇・九八八（この号の規定による率の

改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した比率」とあるのは「〇・九

八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百

四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条に規定する改定率をい

う。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度にあつては、〇・九九

二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合においては、当該年度の

四月以後、〇・九八一（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後

の率）に当該政令で定める率」とする。 

  附則第五条に見出しとして「（旧共済法による年金である給付の額の算定に関する経

過措置）」を付し、同条第一項中「昭和六十年改正法附則第二条第七号に規定する退職

年金、減額退職年金、通産退職年金、障害年金、遺族年金又は通産遺族年金」を「平成

二十五年度までの各年度における旧共済法による年金」に、「同号に規定する退職年金、



減額退職年金、通産退職年金、障害年金、遺族年金又は通産遺族年金」を「旧共済法に

よる年金」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十四年度及び平成二十五年度における旧共済法による年金である給付の額の

算定に関する経過措置の特例） 

 第五条の二 平成二十四年度及び平成二十五年度の各年度における前条の規定の適用に

ついては、同条第一項中「次項の規定」とあるのは「次条の規定により読み替えられ

た次項の規定」と、同条第二項の表第四欄中「〇・九八八（物価指数が平成十五年

（この号の規定による率の改定が行われたときは、直近の当該改定が行われた年の前

年）の物価指数を下回るに至つた場合においては、その翌年の四月以後、〇・九八八

（この号の規定による率の改定が行われたときは、当該改定後の率）にその低下した

比率」とあるのは「〇・九八一（当該年度の改定率（国民年金法等の一部を改正する

法律（平成十六年法律第百四号）第一条の規定による改正後の国民年金法第二十七条

に規定する改定率をいう。）の改定の基準となる率に〇・九九一（平成二十五年度に

あつては、〇・九九二）を乗じて得た率として政令で定める率が一を下回る場合にお

いては、当該年度の四月以後、〇・九八一（この号の規定による率の改定が行われた

ときは、当該改定後の率）に当該政令で定める率」と、「〇・九八八を」とあるのは

「〇・九八一を」とする。 

  附則第七条第一項中「この条」の下に「及び次条」を加え、「を下回る」を「以下と

なる」に、「同条」を「第一条」に改め、「この項」の下に「及び次条第一項第一号」

を、「ついては」の下に「、平成二十五年度までの間は」を加え、同項第二号中「附則

第四条」を「附則第四条の二の規定により読み替えられた附則第四条」に改め、同条第

二項中「この項」の下に「及び次条第二項」を加え、同条の次に次の一条を加える。 

  （平成二十六年度における再評価率等の改定等の特例） 

 第七条の二 平成二十六年度において、受給権者のうち、第一号に掲げる指数が第二号

に掲げる指数以下となる区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設定に

ついては、第一条の規定による改正後の法第四十四条の四及び第四十四条の五の規定

は、適用しない。 

  一 平成二十六年度における第一条の規定による改正後の法第七十九条第一項、第八

十七条第一項及び第二項、第九十九条の二第一項及び第二項並びに附則第二十条の

二第二項第二号及び第三号又は第十三条の規定による改正後の平成十二年改正法附

則第十一条第二項の規定により算定した金額（第一条の規定による改正後の法第四

十四条の四及び第四十四条の五の規定の適用がないものとして改定し、又は設定し

た再評価率又は従前額改定率を基礎として算定した金額とする。）の水準を表すも

のとして政令で定めるところにより計算した指数 

  二 平成二十五年度における附則第四条の二の規定により読み替えられた附則第四条

の規定によりなおその効力を有するものとされた第十三条の規定による改正前の平



成十二年改正法の規定により読み替えられた第一条の規定による改正前の法の規定

により算定した金額の水準を表すものとして政令で定めるところにより計算した指

数 

 ２ 受給権者のうち、平成二十六年度において、前項第一号に掲げる指数が同項第二号

に掲げる指数を上回り、かつ、調整率が同項第一号に掲げる指数に対する同項第二号

に掲げる指数の比率を下回る区分に属するものに適用される再評価率等の改定又は設

定に対する第一条の規定による改正後の法第四十四条の四及び第四十四条の五の規定

の適用については、当該比率を調整率とみなす。 

  附則第八条の二（見出しを含む。）中「平成二十三年度まで」を「平成二十四年度ま

で」に改める。 

  附則第八条の三中「平成二十四年度」を「平成二十五年度」に、「平成二十三年度」

を「平成二十四年度」に改める。 

  附則第十七条第二項中「昭和六十年改正法附則第二条第七号に規定する」を削る。 

 （児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律の一部改正） 

第六条 児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律（平成十七

年法律第九号）の一部を次のように改正する。 

  第一項中「平成十七年四月以降」を「平成二十四年十月から平成二十六年三月まで」

に改め、第二項の表を次のように改める。 

児童扶養手当法

第五条第一項 

四万千百円 四万千五百五十円（四万千五百五十円（この項

の規定による額の改定が行われたときは、当該

改定後の額とする。以下同じ。）に物価変動率

（当該年度の初日の属する年の前々年の物価指

数（総務省において作成する年平均の全国消費

者物価指数をいう。以下同じ。）に対する当該

年度の初日の属する年の前年の物価指数の比率

をいう。）及び〇・九九四を乗じて得た額を基

準として政令で定める額が四万千五百五十円を

下回る場合においては、平成二十四年十月（当

該年度が平成二十五年度である場合にあつて

は、平成二十五年四月）以降、当該政令で定め

る額） 

特別児童扶養手

当等の支給に関

する法律第四条 

三万三千三百

円 

三万三千六百七十円（三万三千六百七十円（こ

の条の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率（当該年度の初日の属する年の前々年の物

価指数（総務省において作成する年平均の全国

消費者物価指数をいう。以下同じ。）に対する

当該年度の初日の属する年の前年の物価指数の

比率をいう。以下同じ。）及び〇・九九四を乗

じて得た額を基準として政令で定める額が三万

三千六百七十円を下回る場合においては、平成

二十四年十月（当該年度が平成二十五年度であ



る場合にあつては、平成二十五年四月）以降、

当該政令で定める額） 

 五万円 五万五百五十円（五万五百五十円（この条の規

定による額の改定が行われたときは、当該改定

後の額とする。以下同じ。）に物価変動率及び

〇・九九四を乗じて得た額を基準として政令で

定める額が五万五百五十円を下回る場合におい

ては、平成二十四年十月（当該年度が平成二十

五年度である場合にあつては、平成二十五年四

月）以降、当該政令で定める額） 

特別児童扶養手

当等の支給に関

する法律第十八

条 

一万四千百七

十円 

一万四千三百三十円（一万四千三百三十円（こ

の条の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率及び〇・九九四を乗じて得た額を基準とし

て政令で定める額が一万四千三百三十円を下回

る場合においては、平成二十四年十月（当該年

度が平成二十五年度である場合にあつては、平

成二十五年四月）以降、当該政令で定める額） 

特別児童扶養手

当等の支給に関

する法律第二十

六条の三 

二万六千五十

円 

二万六千三百四十円（二万六千三百四十円（こ

の条の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率及び〇・九九四を乗じて得た額を基準とし

て政令で定める額が二万六千三百四十円を下回

る場合においては、平成二十四年十月（当該年

度が平成二十五年度である場合にあつては、平

成二十五年四月）以降、当該政令で定める額） 

昭和六十年国民

年金等改正法附

則第九十七条第

二項において準

用する特別児童

扶養手当等の支

給に関する法律

第十八条 

一万四千百七

十円 

一万四千三百三十円（一万四千三百三十円（こ

の条の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率（当該年度の初日の属する年の前々年の物

価指数（総務省において作成する年平均の全国

消費者物価指数をいう。以下同じ。）に対する

当該年度の初日の属する年の前年の物価指数の

比率をいう。）及び〇・九九四を乗じて得た額

を基準として政令で定める額が一万四千三百三

十円を下回る場合においては、平成二十四年十

月（当該年度が平成二十五年度である場合にあ

つては、平成二十五年四月）以降、当該政令で

定める額） 

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律第二

十四条第三項 

十三万五千四

百円 

十三万六千八百九十円（十三万六千八百九十円

（この項の規定による額の改定が行われたとき

は、当該改定後の額とする。以下同じ。）に物

価変動率（当該年度の初日の属する年の前々年

の物価指数（総務省において作成する年平均の

全国消費者物価指数をいう。以下同じ。）に対

する当該年度の初日の属する年の前年の物価指

数の比率をいう。以下同じ。）及び〇・九九四

を乗じて得た額を基準として政令で定める額が



十三万六千八百九十円を下回る場合において

は、平成二十四年十月（当該年度が平成二十五

年度である場合にあっては、平成二十五年四

月）以降、当該政令で定める額） 

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律第二

十五条第三項 

五万円 五万五百五十円（五万五百五十円（この項の規

定による額の改定が行われたときは、当該改定

後の額とする。以下同じ。）に物価変動率及び

〇・九九四を乗じて得た額を基準として政令で

定める額が五万五百五十円を下回る場合におい

ては、平成二十四年十月（当該年度が平成二十

五年度である場合にあっては、平成二十五年四

月）以降、当該政令で定める額） 

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律第二

十六条第三項 

四万六千六百

円 

四万七千百十円（四万七千百十円（この項の規

定による額の改定が行われたときは、当該改定

後の額とする。以下同じ。）に物価変動率及び

〇・九九四を乗じて得た額を基準として政令で

定める額が四万七千百十円を下回る場合におい

ては、平成二十四年十月（当該年度が平成二十

五年度である場合にあっては、平成二十五年四

月）以降、当該政令で定める額） 

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律第二

十七条第四項 

三万三千三百

円 

三万三千六百七十円（三万三千六百七十円（こ

の項の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下この項において同

じ。）に物価変動率及び〇・九九四を乗じて得

た額を基準として政令で定める額が三万三千六

百七十円を下回る場合においては、平成二十四

年十月（当該年度が平成二十五年度である場合

にあっては、平成二十五年四月）以降、当該政

令で定める額） 

原子爆弾被爆者

に対する援護に

関する法律第二

十八条第三項 

一万六千七百

円 

一万六千八百八十円（一万六千八百八十円（こ

の項の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率及び〇・九九四を乗じて得た額を基準とし

て政令で定める額が一万六千八百八十円を下回

る場合においては、平成二十四年十月（当該年

度が平成二十五年度である場合にあっては、平

成二十五年四月）以降、当該政令で定める額） 

  三万三千三百

円 

三万三千六百七十円（三万三千六百七十円（こ

の項の規定による額の改定が行われたときは、

当該改定後の額とする。以下同じ。）に物価変

動率及び〇・九九四を乗じて得た額を基準とし

て政令で定める額が三万三千六百七十円を下回

る場合においては、平成二十四年十月（当該年

度が平成二十五年度である場合にあっては、平

成二十五年四月）以降、当該政令で定める額） 

   附 則 

 （施行期日） 



第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、第一条中国民年金法

等の一部を改正する法律附則第七条の前の見出しを削り、同条に見出しを付する改正規

定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第八条に見出

しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法

附則第十二条の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第二十七条の前

の見出しを削り、同条に見出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に

一条を加える改正規定、同法附則第二十八条に見出しを付する改正規定、同条第一項の

改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第二十九条に見出しを付する改

正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第三十一

条の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第五十二条の前の見出しを

削り、同条に見出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加え

る改正規定、同法附則第五十三条に見出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、

同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第五十四条に見出しを付する改正規定、同

条第一項の改正規定及び同条の次に一条を加える改正規定、第二条の規定、第三条中国

家公務員共済組合法等の一部を改正する法律附則第四条の前の見出しを削り、同条に見

出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同

法附則第五条に見出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条の次に一条を加

える改正規定、同法附則第七条の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附

則第二十五条第一項の改正規定及び同条の次に一条を加える改正規定、第五条中地方公

務員等共済組合法等の一部を改正する法律附則第三条第一項の改正規定、同法附則第四

条の前の見出しを削り、同条に見出しを付する改正規定、同条第一項の改正規定、同条

の次に一条を加える改正規定、同法附則第五条に見出しを付する改正規定、同条第一項

の改正規定、同条の次に一条を加える改正規定、同法附則第七条の改正規定、同条の次

に一条を加える改正規定及び同法附則第十七条第二項の改正規定並びに第六条の規定並

びに次条並びに附則第四条、第五条、第八条及び第九条の規定は、同年十月一日から施

行する。 

 （国民年金法等による年金たる給付等に関する経過措置） 

第二条 第一条の規定による改正後の国民年金法等の一部を改正する法律附則第七条の二、

第八条の二、第二十七条の二、第二十八条の二、第二十九条の二、第五十二条の二、第

五十三条の二及び第五十四条の二の規定は、平成二十四年十月以後の月分として支給さ

れる国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）による年金たる給付（付加年金を除

く。）、国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号。以下この条

及び附則第九条において「昭和六十年改正法」という。）附則第三十二条第一項に規定

する年金たる給付、厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）による年金たる保

険給付、昭和六十年改正法附則第七十八条第一項及び第八十七条第一項に規定する年金

たる保険給付、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るため



の農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律（以下この条及び附則第四条にお

いて「平成十三年統合法」という。）附則第十六条第一項及び第二項に規定する年金で

ある給付、平成十三年統合法附則第四十五条第一項に規定する特例障害農林年金並びに

平成十三年統合法附則第四十六条第一項に規定する特例遺族農林年金（以下この条にお

いて「国民年金法等による年金たる給付等」という。）について適用し、同月前の月分

として支給される国民年金法等による年金たる給付等については、なお従前の例による。 

 （平成二十四年度における基礎年金の国庫負担及び厚生年金保険の基礎年金拠出金の国

庫負担に係る国債の交付に関する経過措置） 

第三条 第一条の規定による改正後の国民年金法等の一部を改正する法律附則第十四条の

四第一項及び第三十二条の四第一項の規定は、別に法律で定める日までは、適用しない。 

 （特例退職共済年金等に関する経過措置） 

第四条 平成二十四年十月前の月分の平成十三年統合法附則第三十一条から第四十四条ま

でにおいて規定する特例退職共済年金、特例障害共済年金、特例遺族共済年金、特例退

職年金、特例減額退職年金、特例障害年金、特例遺族年金及び特例老齢農林年金の額の

算定については、なお従前の例による。 

 （国家公務員共済組合法等による年金である給付等に関する経過措置） 

第五条 第三条の規定による改正後の国家公務員共済組合法等の一部を改正する法律附則

第四条の二、第五条の二及び第二十五条の二の規定は、平成二十四年十月以後の月分と

して支給される国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）による年金で

ある給付、国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第百五

号）附則第二条第六号に規定する旧共済法による年金である給付及び厚生年金保険法等

の一部を改正する法律（平成八年法律第八十二号）附則第三十三条第一項に規定する特

例年金給付（以下この条において「国家公務員共済組合法等による年金である給付等」

という。）について適用し、同月前の月分として支給される国家公務員共済組合法等に

よる年金である給付等については、なお従前の例による。 

 （平成二十四年度の国家公務員共済組合制度の基礎年金拠出金の負担に係る国債の交付

に関する経過措置） 

第六条 第三条の規定による改正後の国家公務員共済組合法等の一部を改正する法律附則

第八条の四第一項の規定は、別に法律で定める日までは、適用しない。 

 （平成二十四年度の私立学校教職員共済制度の基礎年金拠出金に対する国の補助に係る

国債の交付に関する経過措置） 

第七条 第四条の規定による改正後の私立学校教職員共済法等の一部を改正する法律附則

第二条の四第一項の規定は、別に法律で定める日までは、適用しない。 

 （地方公務員等共済組合法等による年金である給付等に関する経過措置） 

第八条 第五条の規定による改正後の地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律附

則第四条の二及び第五条の二の規定は、平成二十四年十月以後の月分として支給される



地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）による年金である給付及び

地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第百八号）附則第二

条第七号に規定する退職年金、減額退職年金、通算退職年金、障害年金、遺族年金又は

通算遺族年金（以下この条において「地方公務員等共済組合法等による年金である給付

等」という。）について適用し、同月前の月分として支給される地方公務員等共済組合

法等による年金である給付等については、なお従前の例による。 

 （児童扶養手当法等による児童扶養手当等に関する経過措置） 

第九条 平成二十四年十月前の月分の児童扶養手当法（昭和三十六年法律第二百三十八

号）による児童扶養手当、特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和三十九年法律

第百三十四号）による特別児童扶養手当、障害児福祉手当及び特別障害者手当、昭和六

十年改正法附則第九十七条第一項の規定による福祉手当並びに原子爆弾被爆者に対する

援護に関する法律（平成六年法律第百十七号）による医療特別手当、特別手当、原子爆

弾小頭症手当、健康管理手当及び保健手当については、なお従前の例による。 



     理 由 

 平成二十四年度における基礎年金に係る国庫負担割合について、国債を発行し、交付す

ることにより二分の一とする等の措置を講ずるとともに、平成十二年度以降の各年度にお

ける年金額等の改定の特例措置による年金額等の水準について、段階的に適正化を図る等

の必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


